
令和元年度 学力向上推進本部会議開催結果について
義務教育課

１ 趣 旨 県立総合教育センター所長、各教育事務所長及び本庁関係課長等が一堂に

会し、本県の重要課題である学力向上について、取組状況及び方向性につい

て協議することで、学力向上の具体的・効果的な推進に資する。

２ 設置要綱 （別紙１）

３ 参 加 者 教育指導統括監（１）、参事（１）、

県立総合教育センター所長（１）、各教育事務所長（６）、

本庁関係課長（６：総務課、学校人事課、義務教育課、県立学校教育課、

保健体育課、生涯学習振興課）

沖縄県高等学校長協会代表、沖縄県小・中学校校長会代表、

琉球大学教職大学院教授（以上委員）

関係課学力向上推進担当主事等

４ 各回の内容

開催日 内 容

第１回 【報告】全国学力・学習状況調査の結果について(義務教育課）

９月６日 【協議】(1) 平成30年度～令和元年度提言について

（金） (2) 次期学力向上推進施策素案について

(3) 設置要綱の改正について（本会議の拡大に向けて）

【決定事項】

○ 令和元年度も「平成30年９月提言」を継続し、引き続き取り

組むことと、次年度提言については、「学力向上推進プロジェク

ト」の 後継となる次期学力向上推進施策と併せて今年度後半に

まとめることを確認。

○ 設置要綱を改正し、委員に「沖縄県高等学校長協会代表」

「沖縄県小・中学校校長会代表」「学識経験者」を追加。

第２回 【報告】(1) 体力の向上および部活動の充実と適正化について（保健体育課）

11月18日 (2) 家庭教育力の促進【学校･家庭･地域の連携】について(生涯学習振興課)

(月) 【協議】(1) 次期学力向上推進施策について

(2) 令和２年度の提言の位置づけと取り組みスケジュール

【決定事項】

○ 現行の「学力向上推進プロジェクト」を総括し、次期施策の

方向性・全体構想・推進期間について確認。

第３回 【報告】(1)「沖縄県学力向上推進５か年プラン・プロジェクトⅡ」につ

３月６日 いて(義務教育課)

(金) 【協議】(1) 令和２年度の推進本部会議と提言の在り方について

(2) 「沖縄県学力向上推進５か年プラン・プロジェクトⅡ」（ダイ

ジェスト版）について

【決定事項】

○ 令和２年度本部会議と提言の在り方と「沖縄県学力向上推進

５か年プラン・プロジェクトⅡ」（ダイジェスト版）について協

議し、次年度各回の内容について確認。

令和２年 第７回教育委員会議 報告事項（１）



沖縄県教育委員会学力向上推進本部設置要綱

平成21年4月24日 教育長決裁
平成22年4月23日 一部改正
平成25年5月 2日 一部改正
令和元年10月3日 一部改正

（設置）
第１条 本県の最重要課題である、学力向上に係る取組の現状及び今後の方向性について協議す

るため、「沖縄県教育委員会学力向上推進本部」（以下「学力向上推進本部」という。）を設置

する。

（所掌事務）
第２条 学力向上推進本部の所掌事務は、次のとおりとする。

（１）学力の向上に係る課題等の改善に向けて、取組の現状の確認と相互の連携による今後の取

組に関すること。

（２）県民総ぐるみによる学力向上に係る取組の充実のため、家庭、地域社会及び市町村等にお

ける具体的な実践事項に関すること。

（３）その他、学力向上推進の円滑な遂行を図るために必要な事項の協議に関すること。

（組織）
第３条 学力向上推進本部は、本部長、副本部長及び委員をもって構成する。

２ 本部長は、教育指導統括監の職にある者をもって充てる。

３ 副本部長は、本部長が指名する者をもって充てる。

４ 委員は、参事、総務課長、学校人事課長、県立学校教育課長、義務教育課長、保健体育課長、生

涯学習振興課長、各教育事務所長、県立総合教育センター所長の職にある者、沖縄県高等学校長協

会代表、沖縄県小・中学校校長会代表、学識経験者等をもって充てる。

（本部長及び副本部長の職務）
第４条 本部長は、会議を総理する。
２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき又は本部長が欠けたとき
はその職務を代理する。

（事務局）
第５条 学力向上推進本部の業務の充実のために事務局を置く。

２ 事務局は、義務教育課学力向上推進室をもって充てる。

（関係者の出席）
第６条 本部長は、委員以外の者の意見を聞く必要がある場合は、委員以外の者を出席させるこ

とができる。

（庶務）
第７条 学力向上推進本部の庶務は、義務教育課において処理する。

（その他）
第８条 この要綱に定めるもののほか、学力向上推進本部の運営等に関して必要な事項は、本部

長及び委員の協議により定める。

附 則
この要綱は平成２１年４月２４日から施行する。

附 則
この要綱は平成２２年４月２３日から施行する。

附 則
この要綱は平成２５年５月 ２日から施行する。

附 則
この要綱は令和元年１０月 ３日から施行する。

義務教育課

別紙１
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